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Ｈ２１．４．２１ 
行 革 推 進 本 部 

 
第１２回 行革推進本部会議 

 
１．公共施設の見直しについて 
（１）最終方針の確認（資料１－１頁） 

 昨年度の行革の取り組みとして、町内の各公共施設の見直し方針について、
「新上五島町公共施設見直し実施計画（案）」としてとりまとめを行ってきた

ところ。 
 

 実施計画（案）の内容については、昨年１１月の推進本部会議で説明を行っ
た後、地域審議会での説明、パブリックコメントの実施、関係団体との協議

を行い、去る３月の議会全員協議会で議員に対する説明を行ったところ。 
 

 見直し方針については、それぞれの機会を通して様々な意見を頂き、それら
の意見を参考として、町としての最終案として取りまとめを終えたところ。 

 
 本日は、１１月の推進本部会議で説明以後、それぞれの意見を踏まえ、見直
し方針の一部変更を行った施設の内容について、本日の会議でお知らせする

こともって「公共施設見直し実施計画」の最終方針を決定し、町ホームペー

ジに掲載することと致したい。 
 

 実施計画（案）について寄せられた意見は「別紙１」（２頁から４頁）のとお
りであり、それぞれの意見を受けて、最終的に見直し方針の変更を行った施

設を「別紙２」（５頁）にまとめている。 
 

「別紙１」及び「別紙２」の概要説明 
 

（２）進捗管理の方法 
（実施計画のフォローアップ（進行管理）について（資料６頁）） 

 実施計画を策定しても、見直しが進まなければ意味がない。見直しを進める
にあたって、進行管理を行うことで、それぞれの施設の進捗状況や取り組み

に対する課題や問題点について、情報を共有しながら、毎年、見直しの効果

を点検できる体制を構築したい。 
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 実施計画の策定にあたっては、各課の責任体制を明確にするため、課長の職
務目標として、見直し方針に沿って計画的に取り組んで頂くことについてお

願いしてきたところ。今回、人事異動等により課長に異動が生じた所属につ

いては、今一度見直し方針を確認して頂き、実施計画に沿った取り組みをお

願いしたい。 
 

 ちなみに全体の実施計画（案）については、町ホームページに掲載をしてい
る。パブリックコメント時の見直し方針を掲載しているが、施設毎に課長の

職氏名を掲げている。今回の最終方針については、新課長の氏名で掲載する

こととなるのでご了解頂きたい。 
 

 進行管理の方法について、具体的には、見直し施設の担当課において「公共
施設見直し進行管理表」（１０頁）を作成し、見直しに係る協議の状況・関係

者の意見・見直しの結果について、「行財政改革推進本部」に報告することを

もって、情報を共有するとともに、全庁的な立場で問題点や課題に関する対

策を協議したい。 
 

「進行管理表」（１０頁）の説明 
 

 ７頁～９頁については、「共施設見直しの実施計画」の見直し方針のみを年度
別に整理したものであるが、見直し目標年度が２１年度になっている施設、

あるいは２０年度で進捗していない施設については、今後、関係者等の協議

について、計画を進めるための取り組みをお願いしたい。なお、その進捗に

ついては、１０月開催の「行財政改革推進本部」会議において、担当課より

状況を報告頂きたいと思っている。 
 

 以上が、今後の公共施設の見直しについての取り組みについてのお願いであ
るが、議会や地域審議会を通して、住民の利用のある施設の廃止や見直しに

ついては、関係者の理解を得ることが求められている。 
 

 施設の見直しにあたっては、基本的に実施計画の見直し方針に沿って進めて
いくことになるが、住民生活に関わりの深い施設が休止や廃止になる場合は、

地域住民や利用者など、関係者と十分協議を行いながら見直しを進めてもら

いたい。 
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２．事務事業・業務見直しの方針について 
（１）事務事業見直しガイドライン（案） 

 これまでの行革の取り組みを通して、それぞれがコスト意識をもって業務改
善に向けた各種の取り組みを行っているところ。しかしながら、将来目標と

して掲げる役場職員の４００人体制を達成するためには、今後も続く職員数

の削減に見合う役場業務のスリム化が必要である。 
 

 このため、事務事業・業務見直しに向けた具体的な取り組み事項を、再度、
検討し、実践するための方針について、事務事業見直しガイドラインとして

まとめてみたので、その内容について説明したい。 
 

「基本的な考え方」の説明 
 

 単に議会や住民に考え方を公表するに留まらず、如何にして職員数の削減に
見合う見直しを実践するか、できるかについて、各課が本気で考えることが

重要である。 
 
（２）業務改善の手法について（資料７頁） 
①業務の外部化の推進 

 外部化の意味は、現在、役場業務として、直接、職員が対応している各種の
事務事業及び業務について、外部委託や指定管理者制度等の活用により、職

員の仕事を軽減し、他の業務に振り向けること、又は職員配置の見直し繋げ

ることを想定している。 
 

 職員数の削減の過程で、「職員で出来ることは職員で」から「民間にできるこ
とは民間へ」と段階的に外部委託等を推進していくことにより役場業務をス

リム化することが必要。 
 

 対象業務例は、事務局で想定できる範囲の事務事業を例示として掲げている
が、各課においては例示の業務について、外部化を進めることが可能である

かどうかの具体的な検討を行って欲しい。また、例示にないものについても

外部化できるものがないかどうか広く検討して欲しい。 
 
 

「具体例」の中からピックアップして説明 
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 委託を考えるうえで、町内に受け手がいないとか、いろいろと問題もあると
は思うが、まずは検討してより良い方向で１つでも２つでも多くの事業の見

直しに取り組んで欲しい。 
 
②業務の効率化 

 今までの行革の取り組みを通して、行革課題として継続的に検討がなれてい
る事務事業を中心として掲げている。各課においては、これまでも検討を重

ねていると思われるが、業務の効率化に繋げるため、課題解決に向けて重ね

て検討をお願いしたい。 
 

 町ホームページのＦＡＱ作成については、電話による住民からの問い合わせ
を軽減することを目的として、関係課により検討を始めるもので詳細につい

ては、次回の行革推進本部で、その取り組み方法やスケジュール等について

ご提案する予定である。 
 

 ここで掲げている事務事業は、直ぐに取り組めるものは少ないのではないと
は思うが、将来の職員減への対応のためには避けては通れない重要な課題だ

と思う。また、新たな視点で業務の効率化が期待できる事務がないかどうか

も含めて積極的に検討して欲しい。 
 
③事務事業の簡素化（統合・縮小・廃止） 

 検証の過程を通して、廃止又は中止すべき業務はスリム化することによって、
簡素で効率的な組織体制の実現につなげるのもで、廃止や縮小ありきではな

く、検証の結果、簡素化が可能なもの、行政サービス上、廃止しても支障が

ないものを洗い出すイメージ。 
 

 記載にある基準に沿って簡素化できるものがないかどうかの洗い出しをお願
いしたい。 

 
④組織の見直し 

 組織の見直しを行うことでより効率的な業務運営ができないか、意志決定と
行動の迅速化に対応できる組織、成果を重視し必要な試みが自立的に行われ

る組織などの視点で、職員数の減少に対応したより効率的な組織の見直しが

できないか各課のアイデアを提案願いたい。 
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（３）行動計画の策定（資料２頁） 
 今回の計画は、何より実践することが重要なことから、実施計画ではなく各
課が目標に向かって、行動するための目標と位置づけ行動計画としている。 

 
 行動計画の期間は、町の行革大綱や財政健全化計画等の期間と併せ、合併後
１０年目を迎える平成２６年度を終期とし、来年度から５年間の計画期間と

するが、各取り組みについては、可能な限り早期に取り組むこととし、平成

２６年度に偏らないよう計画的な見直しをお願いしたい。 
 

「事務事業・業務見直し行動計画」（資料１０頁）の説明 
 
（４）推進体制について（資料１１） 

 本日の会議で了承頂けたら、各課２名程度の推進員を招集し、再度、ガイド
ラインの説明をし、具体的な検討作業に取りかかって頂く。検討の過程で課

長を中心とした行動計画の具体案を策定し、事務局によりヒアリングを実施

したいと考えている。 
 

 推進スケジュールにあるように、各課からの行動計画を８月までにとりまと
め、行革推進本部会議で報告したい。 

 
（５）留意事項（資料５頁） 

 取り組みにあたっての留意事項について、いくつか申し上げる。 
 

「資料５頁」で説明 
 

（６）（参考）職員適正化計画（資料１２頁） 
 今後、見込まれる職員数の削減の推移を示している。昨年度は早期退職者も
含め、３１名の職員が退職した。今後、５年間の計画期間内に定年退職だけ

で１０２名の退職が見込まれ、同時に職員の採用も行っていく予定なので、

職員４００人体制の達成は、早ければ平成２８年度を予定している。 
 

 人件費欄については、職員数の削減に伴う財政効果額を概算で示している。
基本的には、この財源の一部を活用して、外部化等に係る経費に活用できる

と考えている。 
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 最後になるが、今回の業務見直しは職員数の削減を行うためのものではなく、
間違いなく、年々減る職員数（体制）に見合う役場の業務体制を構築するた

めに行うものである。 
 

 職員一人一人がそれぞれの業務の見直しに真剣に向き合い、改善に向けた検
討を重ね、実践することが必要。 

 
 課長と推進委員が一体となった責任体制のなかで、それぞれの業務の点検を
行い、実効性のある具体的な行動計画の策定に努めて欲しい。 

 


